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参考資料



17参考：ＵＲＡの活動実績 １



18

全教員に配布

参考：ＵＲＡの活動実績 ２



参考：ＲＵ１１ 19



第三の職種としてのURA職

URA機構の組織改革

参考：制度改革 20

教員人事
労務制度

多様な
人材確保

大学改革活性化制度(H23)

教員早期退職制度(H24) →制度の拡充を検討

ポイント制(H19)

若手研究者の自律的
研究環境整備促進(H18)

教員の年俸制(H23)

ＵＲＡ制度

平成27年度

九州大学テニュアトラック制(H23)

女性研究者
支援モデル
育成(H19)

女性研究者養
成システム改
革加速事業(H21)

自主経費により実施

主幹教授制度(H20)

グローバル30(H21)

制度の検討

産学連携
組織対応型連携(H15)

共同研究部門制度(H23)

自主経費により実施

学府・研究院制度(H12)



教員ポストを触媒とした組織の活性化
～永続性のある強靱な改革スキーム～

全学的視点から、
優先して実施する改革計画を

学外委員を加えて審査・選定

改革計画
改革計画

毎年１％
教員ポストを拠出

教員ポストをフィードバック

各部局の
教員組織

参考：大学改革活性化制度 21

分子システム科学センター、ヒト疾患モデル研究センター、数学理論先進ソフトウェア開発室
先端粒子物理研究センター、エネルギー基盤技術国際教育研究センターなど

共同利用・共同研究拠点、橋渡し研究、大型科研費、学会賞受賞などの成果

学 府 ・ 研 究 院 制 度 の 活 用



本学の教授で、極めて高い業績を有し、かつ、
本学の研究戦略の先導的な役割を担う者に主幹教授の称号付与

支援支援
研究プロジェクト名を冠した

先導的学術研究拠点設置給与面で優遇措置

研究活動における
中核的役割

主幹教授

先導的学術研究拠点

平成26年4月1日現在46名

参考：主幹教授制度 22

伊藤極限プラズマ研究連携センター
伊藤 早苗 主幹教授H21.10.1～H26.3.31

癌幹細胞研究センター
赤司 浩一 主幹教授H23.2.1～

水素エネルギー国際研究センター
佐々木一成 主幹教授H23.11.1～

最先端有機光エレクトロニクス研究センター

安達千波矢 主幹教授H24.1.1～

ﾏｽ･ﾌｫｱ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ教育研究拠点
若山 正人 主幹教授H21.10.1～H26.3.31

国際知的財産法・国際私法センター
河野 俊行 主幹教授H24.1.1～

平成26年4月1日現在22拠点



○研究者・研究支援員，スタッフ総勢200名以上の体制
○研究者の3割程度以上は，常に外国人研究者
○ポスドクは原則国際公募
○拠点内での使用言語は英語

文部科学省・世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）
平成22年度九州大学1件のみ採択
（19年度：5拠点採択 東北大、東大、阪大、京大、物質・材料研究機構／24年度：3拠点採択 筑波大、東工大、名大）

カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所

○カーボンニュートラル・エネルギー社会の実現を目標に､水素の製造･貯
蔵･利用およびＣＯ２回収･貯留に関する種々の課題を究明し､解決策を提示
○ｲﾘﾉｲ大学と連携｡国内外の科学者が異分野融合研究を展開できる環境提供
○外国人研究所長による研究システムの改革
○期間：10～15年、支援額：平均14億円／年

概要

研究所のイメージ

優れた研究環境、極めて高い研究水準、
世界中から第一線の研究者が集まる「目に見える拠点」を形成

研究所長
Prof. Petros Sofronis
（イリノイ大学から招聘）

平成22年12月１日設置

23参考：カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所



次世代燃料電池産学連携施設
経済産業省 イノベーション拠点立地支援事業（「技術の橋渡し拠点」整備事業）

エネルギー革新技術「燃料電池」の本命である固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）について、世
界最先端の基礎研究成果を有する九州大学と、九州地域に多く集積するＳＯＦＣやセラミックス等
の関連企業とが緊密な産学官連携体制を構築し、企業の抱える共通的課題・個別課題などの多様な
ニーズにも対応しながら、次世代型燃料電池を実用化し、経済活性化を図る。

事業概要
（九州大学補助金申請額：11.1億） 平成23年7月採択

主な参加企業等

九州大学

福岡水素
エネルギー

戦略

他大学、
公設試験場

JX日鉱日石エネルギー

京セラ

三菱重工業

TOTO

東京ガス

日本ガイシ

日本特殊陶業

連携

など約10社

次世代型燃料電池の開発加速や早期実用化
が期待され、世界に先駆けてSOFCを実用化
することにより、燃料電池市場で日本が主
導権を確保、エネルギーセキュリティーの
確保と経済活性化の両面で大きく貢献。

効果

伊都キャンパス・イーストゾーンに施設建設

24参考：次世代燃料電池産学連携施設
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「先端融合医療レドックスナビ研究拠点」

文部科学省 先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム (平成19年7月採択 交付金額24億1千万円(平成24年度まで))

2008年3月 開所
（ウエストウイング棟 5,6階）

生体レドックス（酸化還元）を詳細に評価、自在に
操る「レドックスナビゲーション」により早期診断、
治療、創薬を一貫して推進する先端融合医療領域を
創成する。

病態組織 
ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ 


内視鏡の統合 


レドックス 
イメージングループ 


生体レドックス 
画像解析グループ 


生体レドックス 
内視鏡グループ 


メタボリック・プロファ
イリンググループ 


Redox Molecular Imaging 
－特別プロジェクト：ヒト用ReMI開発－ 


装置開発 
 造影剤開発 


視る 


薬物送達システム 
グループ 


先端がん診断・ 
創薬グループ 


O2 
 O2
- 


高Glu 


レドックス疾患創薬
グループ 


操って 
治療する 


ネット医療グループ 


還元 
する 


LOO・ 


LOOH 
 VE rad. 


VE 


VC 


DHA 


L・+O2 


脂質過酸化とVE radical 生成 


FADH2 


CoQ 


エネルギー産生機構 


H2O2 


HOCl 


Other ROS 


MPO 


Bacterium 
Neutrophil 


白血球による殺菌 
 脳神経疾患 
： 脳梗塞、パーキンソン病など  

呼吸器疾患 
：肺炎、感染症など 

循環器系疾患 
：心筋梗塞、動脈硬化など 

消化器系疾患 
：胃潰瘍、潰瘍性大腸炎など 

内分泌系疾患 
：糖尿病、副腎代謝障害など 

その他 
：がん、アトピー性皮膚炎など 

恒常性の維持 
生命活動 


バランスの破綻 
疾患原因 


生体レドックス（酸化還元）バランス異常が疾患と関係

参考：先端融合医療レドックスナビ研究拠点

・「生体レドックス代謝」を視る、全く新しい診断、創薬評価、治療システムを創製
・レドックス関連疾患（生活習慣病、がん等）の早期診断・治療により健康社会を実現
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高い
(~100%）

低い
（~25%）

高価 安価
(1/10)

第１世代
蛍光

第２世代
リン光

第３世代
Hyper-

fluorescence
(超蛍光)

内
部E

L

発
光
効
率

価 格

Hyper fluorescence
分子設計

元素戦略城の重要性

第3世代有機EL発光材料で次世代産業を切り開く
戦略的な特許確保と効率100%・脱レアメタル・低コストで日本の有機ＥＬ産業を大きく飛躍！

参考：最先端有機光エレクトロニクス研究センター

安達千波矢センター長

最先端有機光エレクトロニクス研究センター（OPERA)



27参考：最先端・次世代研究開発支援プログラム



28参考：ＥＲＡＴＯ



29参考：組織対応型連携と契約締結先



30参考：共同研究部門



九州大学テニュアトラック制（ＴＴ制）
文部科学省 科学技術人材育成費補助事業「テニュアトラック普及・定着事業（機関選抜型）」

科学技術振興調整費「次世代研究スーパースター養成プログラム(SSP)」の基盤のもと、

公正で透明性の高い審査で選抜された優秀な若手研究者が、任期付の雇用形態で自立した研究者として
経験を積み、審査を経て安定的な職に就くことができる仕組みを普及・定着させる。

概要
平成23年8月採択 （平成23年度：5人採用、平成24年度8人採用）

優れた若手研
究者の育成

本学の研究活
動の活性化

平成24･25年
「テニュアトラック
普及・定着事業
（個人選抜型）」
に４名が選定

T
T
制
に
よ
る
助
教

→
部
局
助
教
ま
た
は
准
教
授
へ

Ｔ
Ｔ
制
に
よ
る
准
教
授

→
部
局
准
教
授
ま
た
は
教
授
へ

研究戦略委員会 外部有識者／高等研究院

若手研究者 採用・育成期
（テニュアトラック期間）

通常教員新領域開拓・組織改革

役
員
会
の
承
認
審
査

部局主体の
改革提案

自立した研究
・教育活動

優秀な人材の
確保

研究リーダーと
して活躍

改革構想・
育成計画審査

審査項目

若手研究者の
育成計画

参加部局等
の選定

ＴＴ制による教員
の育成

[准教授，助教]

高等研究院：本務

各部局：兼務

自立的に研究を行えるよう
研究費・研究環境面で配慮

※採用・昇進等の
人事行為において
事実上の裁量を
有するユニット

各部局等※

参加申請

参加部局等
のＴＴ制によ
る教員の選考

通常教員への
採用審査基準
の概要提示

国際公募

期間中の
待遇条件提示

育成及び
資格審査等

外部委員を
含めた通常
教員への採
用審査（５年
目）

外部委員及び高
等研究院顧問を
含めた中間評価

（３年目）

メンターとして
アドバイス

資格審査等

計画調書作成

申請（部局等単位）

部局改革構想

31参考：若手研究者養成



32参考：女性研究者養成

女性が活躍できる大学に向けて

多忙な女性研究者への支援

◎３つの保育施設の開設（平成21年度）

たんぽぽ
（箱崎）

たけのこ
（伊都）

ひまわり
（病院）

女性研究者の重点的育成

◎教育研究プログラム・研究拠点
形成 プロジェクト（P&P）

→採択件数20%の「女性枠」設定

◎「女性研究者養成ｼｽﾃﾑ改革
加速」事業→スキルアップ支援
・「国際学会派遣支援」

「英文校閲経費支援」等
・スキルアップセミナー開催

『女性枠設定による教員採用・養成ｼｽﾃﾑ』

◎「女性研究者養成ｼｽﾃﾑ改革加速」事業 （科学技術人材育成費補助金）

・女性限定の国際公募
Aグループ : 理・工・農分野の8部局（補助金）
Bグループ : 上記以外の5部局（自主経費）

・部局による選考（一次審査）と全学審査会（二次審査）

⇒優秀な女性教員を採用
・部局間の競争

採用候補者の絶対評価＋部局の受入体制

部局配分経費によるｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

◎「大学改革推進経費」の傾斜配分

・女性教員比率が高い部局（≧13%）
比率≧20%:          +10%
20%>比率≧13%: +8%

・女性教員増加率*が高い部局（≧5%）
増加率≧10%:        +6%
10%>増加率≧5%: +4%

*H18年度比

◎女性研究者キャリア開発センター
「研究補助者措置制度(Hand in Hand)」
←出産・育児、看病・介護、社会貢献等

・H21年10月～H25年4月

応募者累計662名から36名を採用
(教授４名、准教授２０人、講師１人、助教１１人）

H21-23年度 Aグループ採用者：20名

H24年度科研費代表採択件数 1.00件／人
H24年度競争的外部資金等 1億円以上

支援教員採用制度 女性教員の出産 ⇒  支援教員（通常教員）の任期付雇用可 （概ね3年）
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